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さまざまな災害種別
列車事故群集事故干ばつ地震

航空機事故崩落事故台風津波
多重交通事故原子力事故竜巻高潮
新興・再興感染症火災土砂災害大雨

？公害火山噴火雪崩

暴風、竜巻、豪雨、豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地震、津波、噴火、地滑り

その他の異常な自然現象

又は大規模な火事若しくは爆発その他その及ぼす被害の程度においてこれらに

類する政令で定める原因により生ずる被害をいう。

(災害対策基本法第1章第2条の1) 災害対策基本法 e-gov 法令検索
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=336AC0000000223
(accessed 2022/6/15)

災害とは



【国内での震災・伝染病での死者数】

自然災害

・阪神淡路大震災（１９９５年）： ６,４３４人
・東日本大震災（２０１１年）： １５,９００人

感染症や伝染病の例
・新型コロナウイルス感染症（国内累計）：

７４,６９４人
NHK 新型コロナウイルス統計サイトより（２０２３５月８日時点）

https://www3.nhk.or.jp/news/special/coronavirus/data-all/
・コレラ： 世界で毎年130万人～400万人が死亡（推定）
・結核： 2021年の国内死亡者数は1,844人(概数)
・ノロウイルス： 厚生労働省の統計上では「０」人

東京海洋大学名誉教授の木村凡氏の研究によると、英国でのノロウイルスに起因すると推定した65歳以上の死亡者数は6年間で
453人。平均毎年80人が死亡。 https://foodmicrob.com/mortality-older-people-aged-65-year-norovirus/



想定される大規模地震

• 日本は地震や火山活動が活発な環太平洋火山帯に位置
• 日本とその周辺では、世界で起こる地震の約1割が発生
• 世界の活火山の約７%が日本に存在
• 地理的、地形的、気象的諸条件から地震や津波が発生しやすい
• 台風、豪雨、豪雪などの自然災害が発生しやすい

日本は
災害大国



近年の災害における医療機関等ライフライン支援

• 2016.04 熊本地震
• 非常用発電機給油手配、給水手配

• 2018.06 大阪府北部地震
• 電源車手配

• 2018.07 平成３０年豪雨災害（広島県・岡山県・愛媛県）
• 電源車手配、給水手配

• 2018.09 平成３０年台風第２１号（大阪府）
• 電源車手配、医療機関優先復旧手配

• 2018.09 平成３０年北海道胆振東部地震
• 電源車手配、非常用発電機給油手配、食料手配

• 2019.08 令和元年８月豪雨（佐賀県）
• 給水手配

• 2019.09 令和元年台風第１５号（千葉県）
• 電源車手配、非常用発電機給油手配、医療機関優先復旧手配、

給水手配

• 2019.10 令和元年台風第１９号（福島県・宮城県）
• 電源車手配、非常用発電機給油手配、給水手配

• 2020.07 令和２年７月豪雨（熊本県）
• 非常用発電機給油手配、医療機関優先復旧手配



令和元年台風第１５号（千葉県）



福祉避難者の課題
・福祉避難所は約半数以下の指定

要配慮者の人口（平時の需要数）と比較して半分以下

・被災地の社会福祉施設も被災する
（実例）台風19号における埼玉ＤＷＡＴの障害者支援活動

「台風19号により浸水被害を受けた川越市にある障害者支援施設Ｈは、敷地が水没した
ため、入所施設や作業棟、グループホーム等が全て機能停止し、40名の施設利用者は
避難を余儀なくされた。40名の利用者と職員は、台風上陸前に一般避難所へ自主避難し
たが（中略）、市内にＨ施設を含め27カ所が福祉避難所に指定されているが、集団で受け
入れる福祉避難所は見つからず、最後は避難所指定外
の川崎市総合福祉センターで受け入れることになった。

結局、台風被害に遭った後、最終20名の利用者と職員
は計４カ所の避難所を移動することになったが、ここの利
用は、いずれも自閉症や強度行動障害があり、環境の変
化に弱く、突発的な出来事が起きると、不眠障害や自傷
行為などに陥る可能性があった。」

「埼玉DWAT（災害派遣福祉チーム）の実践と今後の課題」より
東洋大学学術情報リポジトリ doi.org/10.34428/00011931

東洋大学 ライフデザイン学部 准教授 八木 裕子
(researchmap) https://researchmap.jp/yukoyagi

広島DWATリーダー研修スライドより



災害ではどんなことが起こるのか

需要 資源

アンバランス

より大きな不均衡が
より壊滅的な結果をもたらす

日本DMAT隊員養成研修資料より



災害時のManagement ;６R’s

適切な時
Right Time

適切な場所
Right Place

適切な人
Right Person

適切な物資
Right Materials

Needs Resource

適切な情報
Right Information

適切な調整・協力
Right Coordination and 

Cooperation

日本DMAT隊員養成研修資料より改変

需要 資源
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本部等による組織・情報統制、平時からの訓練や顔の見える関係



○○部門
部長：
連絡先：

情報

情報

情報

情報

情報

情報

情報

情報

情報

情報

△△部門
部長：
連絡先：

情報

情報

□□部門
部長：
連絡先：

情報

情報

【平時業務での情報】
・予め計画・経験・予想された情報内容

優先順位も把握できている
・情報システムにより、ある程度

整理・自動化されて情報が入ってくる
・情報に対する担当部門が明白で

効率よく対応を割り当てできている
・反面、ＩＴＣ化でアナログスキルは低下

【災害時での情報】
・経験無く、予測・分類出来ない情報内容
・混在または断続的に情報が入ってくるか、

情報が殆ど入って来ないこともある
・連携しないと簡単に重複作業が発生
・情報欠落していても気づきにくい
・優先順位も経験ないと分からない
・アナログでの情報記録や分析資料作成

情報の
一元化

連絡係

平時の情報

情報

情報

情報

情報 情報

情報

情報

情報

情報

情報

災害時の情報

リーダー

サブリーダー

記録係

・情報を一次記録（クロノロジー）
・クロノロから情報抽出して評価

フォーマットへ展開
・ミーティング→現状分析→活動

方針策定→連絡調整→実行

本部体制の必要性（なぜ必要か？）

効率化↑ 効率化を
犠牲にしても

適応力↑
本部体制

10

部門管理

役割
分担



大規模事故・災害への体系的な対応に必要な項目

ＣＳＣＡ⇒本部を立てる
C：Command指揮

Control 統制

S：Safety安全
Self 自分
Scene 現場
Survivor 生存者

C：Communication情報共有

A：Assessment評価

原典：（英国MIMMS®）から引用した日本DMAT隊員養成研修資料より改変

リーダーを決めましょう！

役割分担をしましょう！

この順番で安全確認
をしましょう！

何を報告・連絡する？
どうやってする？

情報収集⇒評価⇒計画⇒
実行（ＰＤＣＡサイクル）

組織図

報告様式

連絡調整

情報記録

実行例



本部で共有すべき情報

• 経時活動記録（クロノロ）

• 問題・解決リスト

• 活動方針

• 指揮系統図と活動部隊・人員と現在の活動

• 主要連絡先

• 患者・患者数一覧表

• 被災状況・現場状況（地図）

• その他

資源

需要

厚生労働省医政局災害医療対策室DMAT事務局資料

感染状況・現場状況（ゾーニングマップ）

感染者・感染者数一覧表

12



組織体制(仕組みと役割分担)を職員明示
→組織図作成して掲示

感染対応担
当者

○○主任
PHS : 0000

看護・介護
業務統括者

○○看護部長
PHS : 0000

事務部門
○○事務長
PHS : 0000

医局長
○○医師

PHS : 0000

管轄保健所・センター
担当保健師・職員等 病院対策本部

本部長：〇〇院長・感染症医療支援チーム
・感染症協働支援チーム

・感染症対策
・ゾーニング見直し
・PPE装着・手指消毒

など感染教育等

・不足職員確保と配分
・看護業務過多へ対処
・現場メンタルサポート

・ＰＰＥ等資機材確保
・環境保全と業者連携
・データ処理、書類作成
・行政や保健所との連携

・治療等に係る対応
・感染症治療
・搬送に係る対応
・死亡時の対応など

助
言
・
支
援

組織図策定の目的

説明

(説得)

報
告

指
示

この関係の明示が
組織図策定の目的

13



感染対応担
当者

○○主任
PHS : 0000

看護・介護
業務統括者

○○看護部長
PHS : 0000

事務部門
○○事務長
PHS : 0000

医局長
○○医師

PHS : 0000

管轄保健所・センター
担当保健師・職員等 病院対策本部

本部長：〇〇院長・感染症医療支援チーム
・感染症協働支援チーム

組織化出来なかったケース

他人事他人事 他人事孤立

クラスター
発生部門

その他の
部門

その他の
部門

他人事他人事
孤立

現場だけで
何とかなるだろ

温度差

14



組織図の作成（指揮統制の確立）

誰とつくる？
⇒現場の動きや仕組みを知る、管理職・事務長・師長さん等

どうやってつくる？
⇒幹部を含めた多くの関係者と、ヒアリング＆ミーティング

促進される要因
⇒トップが招集し、現場から意見を求める。組織的支援が形成
⇒他部門からの応援や、被害拡大時への対応が可能となる

阻害となる要因
⇒トップや幹部に認識がない
⇒現場の状況を知ろうとしない
⇒現場の意見を聞かない
⇒権限移譲せずトップが全て指示

15



本部体制による組織化のコツ

出来るだけ多くの関係者を集める
⇒施設長・事務長など管理権限者、部門長、現場責任者など

経過や今の状況を現場職員からヒアリングする
⇒事前に保健所の保健師へ連絡・相談しておく
⇒管理権限者等から、全体的な経過を説明する
⇒トップがしゃべりすぎない！現場責任者に発言させる
⇒現場側と支援側の温度差を見つけながら課題を整理する

（温度差の原因：意識・認識の差、知識や情報共有の不足等）

ヒアリング～ミーティングにて現状分析と活動方針を導く
⇒議長役に徹して、職員主体の協議の形へ持っていく
⇒課題の解決方法を、部門・組織・外部支援に選別して考える
⇒クラスター収束のための役割を整理して、役割分担を決めて

いく。この時点で各キーパーソンを決定する。
⇒組織図を作成し、指揮系統・役割分担・権限移譲を周知！16



厚生労働省ホームページより

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisa
kunitsuite/bunya/0000121431_00
226.html

１ 感染予防のための体制

・事業場のトップが、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に積極的に取
り組むことを表明し、労働者に対して感染予防を推進することの重要性を
伝えている。
・事業場の感染症予防の責任者及び担当者を任命している。
（衛生管理者、衛生推進者など）
・会社の取組やルールについて、労働者全員に周知を行っている。
・労働者が感染予防の行動を取るように指導することを、管理監督者に教
育している。
・安全衛生委員会、衛生委員会等の労使が集まる場において、新型コロナ
ウイルス感染症の拡大防止をテーマとして取り上げ、事業場の実態を踏ま
えた、実現可能な対策を議論している。 17



悪い例：COVID-19パンデミックによる病床逼迫時の医療機関

忙しい救急部門 定時上がりの不急部門

不急部門を休止して、
忙しい部門に再配置されるはずが…

同じ病院内で忙しい部門は忙しいままとなり
不急部門は定時に帰れるようになった

都道府県DMAT隊員養成研修スライドより

温度差



石巻医療圏（病

院）, 63, 11.8%

石巻医療圏（施設）, 9, 

1.7%
福祉避難所, 21, 3.9%

周辺医療圏（病

院）, 73, 13.7%

東北大学病院, 

195, 36.5%

宮城県内（病院）, 103, 

19.3%

宮城県内（施設）, 2, 

0.4%

隣県(病院）, 42, 7.9%

隣県(施設）, 15, 2.8%

遠隔地（病院）, 10, 1.9%

遠隔地（施設）, 

1, 0.2%

宮城県外, 68, 12.7%

＊石巻赤十字病院小林道生先生よりデータ提供

東北大学病院だけで
全体の36.5%を受け入れできた

都道府県DMAT隊員養成研修スライドより

石巻医療圏からの転出者数：534名（4月末まで）

良い事例：東日本大震災時の東北大学病院



1か月は専門科を捨て、総合医になって
すべての患者をみんなで診よう！
絶対に最前線の病院を疲弊させるな！

里見進病院長（当時）
現東北大学総長

良い事例：東日本大震災時の東北大学病院

※石巻赤十字病院 石井先生の講演資料より抜粋

都道府県DMAT隊員養成研修スライドより



本部で共有すべき情報：実例紹介

• 経時活動記録（クロノロ）

• 問題・解決リスト

• 活動方針

• 指揮系統図と活動部隊・人員と現在の活動

• 主要連絡先

• 感染者・感染者数一覧表

• 感染状況・現場状況（ゾーニングマップ）

• その他
厚生労働省医政局災害医療対策室DMAT事務局資料
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社会福祉施設の災害対策本部におけるクロノロジーの例

済生会九州ブロック災害時対応訓練 2022/12/17より

CSCA

CSCA

CSCA

CSCA

時刻とチェックボックス
による個別案件管理

自分たちのクロノロを書く⇒ 自分たちの活動検証、未解決事項のチェック
自分たちのクロノロを見返す⇒ 現状や経過を把握・確認できる

Ⅰ-3

22



感染症と安全管理

1 自分 (Self) 職員はＰＰＥを安全に着脱できる

2 現場 (Scene) ゾーニングにより感染リスクが

安全に区分されている

3 生存者 (Survivor) 感染者と有症状者へ適切な対応
が出来ている

• 新興感染症という災害種別は、自然災害等と比較して危害の発
生頻度が高い（感染リスク）

• 新型コロナウイルス感染症という疾病は、精神的な影響が大きい

リスク＝ 危害の程度 × 発生頻度

危害＝ 身体的影響 ＋ 精神的影響

23



ハザード＝危険の原因・危険物・障害物など
潜在的危険性

リスク＝ハザード×頻度（確率的な危険度）

感染性ウイルス
というハザード

感染リスク

感染リスク

感染リスク

感染リスク

① 病原体（感染源） ② 感染経路 ③ 宿主（人間）



リスクを把握するためには

・正しい知識を持つこと

・考えられるリスクを想像（想定）すること

・リスクによる影響には、
身体的影響と精神的影響がある



スイスチーズモデルで考える新型コロナウイルス予防策（林淑朗医師、徳間貴志氏作成 原案 James T. Reason氏）

すべてのリスク防御は重ね合わせ



① 病原体（感染源）

③ 宿主（人間）

感染が成立する三つの要因

② 感染経路

３つの感染経路



① 病原体（感染源）

③ 宿主（人間）

感染が成立する三つの要因

② 感染経路 接触感染

飛沫感染

空気感染

標準
予防策

職員の感染
予防能力向上

すべての人に

感染経路別
予防策

空気予防策

飛沫予防策

接触予防策

３つの感染経路



標準予防策

「汗を除くすべての体液、血液、分泌物、傷のある
皮膚、粘膜は伝播しうる感染性微生物を含んでい
る」 という概念に基づき、感染を予防する

感染症の有無に関わらず、医療行為が行われる全
ての場所、全ての患者に適応される

・ユニバーサルマスキング
・手指衛生（手洗い・手指消毒 / アルコール消毒）

CDC : 2007 Guideline for Isolation Precautions 
隔離予防のためのガイドライン2007



経路別予防策
接触予防策

・手袋、エプロン、長袖ガウン等の装着
・器具洗浄や消毒
・高頻度接触面などの環境消毒

飛沫予防策
・サージカルマスク、長袖ガウン、

ゴーグルやフェイスシールドの装着
・パーテーション設置、距離・間隔の確保

空気予防策
・原則個室隔離
・空調管理と換気
・N95マスク着用（医療従事者・面会者）
・移送時、患者はサージカルマスクの着用

＊麻疹や水痘は免疫（抗体）を持っている者が優先的に対応する



問題となる病原体

新型コロナウイルス（①・②・エアロゾル）

インフルエンザウイルス（①・②）

ノロウイルス（①・経口・エアロゾル）

疥癬虫（①）

薬剤耐性菌（①・②）

肺炎球菌（②）

レジオネラ属

結核（③）

腸管出血性大腸菌属（①・経口）

①接触感染

②飛沫感染

③空気感染

高齢者介護施設における 感染対策マニュアル 改訂版 2019 年 3 月
https://www.mhlw.go.jp/content/000500646.pdf

広島赤十字・原爆病院感染管理室 山水 有紀子先生より資料提供



コロナはエアロゾルによる感染経路もある

医療機関における新型コロナウイルス感染症への対応ガイド 第 4 版 日本環境感染学会

広島赤十字・原爆病院感染管理室 山水 有紀子先生より資料提供



標準
予防策

社会福祉施設での感染対策基準の例

・配膳
・配薬
・距離をあけた声掛けなど

手技や介護場面

(エアロゾル)

空気予防策

加えて…

・新型コロナウイルス感染症
陽性者や疑い者への接触

・レッドゾーンでの業務エアロゾル対策

・接触する様々なケア
（体位変換、清拭、リハビリなど）

・排泄介助やオムツ交換

接触予防策

・食事介助
・喀痰吸引や口腔ケア
・むせの多い方への食事介助
・汚染器具の洗浄や消毒時

飛沫予防策



感染対応概念の周知（例）

グリーンゾーン

PPE装着PPE装着

① PPEを脱衣
② 手指消毒

明確なゾーニングラインが必要

・PCR検体採取
・吸引・吸痰
・口腔ケア・食事介助
・その他呼吸器

への直接処置など

Ver.221030

レッドゾーン

① ゾーニング

○：必ず着用する △：状況により着用する

(※)エアロゾル発生の恐れが
ある手技・状況

２ｍ内接近時注意！

キャップゴーグル
ﾌｪｲｽ ｼｰﾙﾄﾞ

袖無(ﾋﾞﾆｰﾙ)
エプロン
※患者毎交換

長袖ガウン
※汚染時や

破損時に交換

Ｎ９５
マスク

サージカ
ルマスク

手袋
※患者毎交換

〇グリーンゾーン
直接接触なし

△〇△〇△グリーンゾーン
直接接触あり

△△〇〇△〇○レッドゾーン

〇〇〇〇〇◎
呼吸器官への関与
やエアロゾル発生
手技・状況 (※)

接触感染
予防策

接触感染予防策飛沫感染
予防策

ｴｱﾛｿﾞﾙ
感染予防

飛沫感染
予防策

ｴｱﾛｿﾞﾙ
感染予防飛沫感染予防策

適宜の
手指消毒
は必要

状況により二重

② PPE装着

マスク非装着
者と接触時等

二重

標準
予防
策

汚れ防止として

汚れ防止として

汚れ防止として



救急外来感染対応室におけるゾーニング
(感染のリスクがある場所と安全な場所の区分け）

広島赤十字・原爆病院感染管理室 山水 有紀子先生より資料提供



1

EV① EV②

〇階

1

2

❓

❓

◆
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35

酸素３ℓ

2

3

● 陽性者
● 濃厚接触者◆ 疑い症例者
● 陰性者

❓

◆◆❓

❓

ゾーニングマップの例

ベッド増床

★疑い患者は早急にPCR検査を実施、もし陽性であれば
同室者（❓マークの患者）にも検査必要

★陽性患者が増えることも予想して、レッドゾーンのキャパシティ
を決める

★濃厚接触者は標準予防策、疑い患者は陽性者同様が望ましい
★グリーンゾーンを作らないと、現場職員の疲弊は蓄積する
★エレベーターが１基しか無ければ、時間分割や消毒作業が必要



①ゾーニングとルール作りはセットで考える ②病棟業務の動線

【清潔EV】
・食事等の運搬
・非感染者搬入搬出

・ここでＰＰＥ着衣
・清潔物品や使用前
ＰＰＥはここへ置く

汚染液体は
トイレから流す

・ここでＰＰＥ脱衣
・汚染固形物はここへ
廃棄（ＰＰＥ含む）

侵入

退出

EV①

EV②

【不潔EV】
・廃棄物等移送
・陽性者搬入搬出

普通部屋には室内トイレ無し
→ポータブルトイレ設置検討？

部屋の詰所側へＰＰＥ在庫、
廊下側へ一時保管のリネン
や廃棄物を置く。（袋二重
で消毒処理してからグリー
ンゾーンへ持ち入ること）

感染力低→感染力強の
順序で回ること

グリーンエリア(スタッフの居場所)へ汚染物を持ち込まない！



施設での感染対策基準の作成例 ※Ａ３サイズなど大きく掲示

平常時に戻っても
この対策基準は継続される

疑いや陽性の方が出たら
① 感染カート配備と張り紙
② ゾーニングと感染対応、入室制限
③ 全体で感染対策＆健康管理を厳密に



ＰＰＥ着脱ルール

手指消毒

脱衣順序 ※感染防護具は脱ぐ時が最も危険です！

エプロン装着

マスク装着
(ｻｰｼﾞｶﾙ, N95)

ゴーグル・フェイス
シールド装着

キャップ装着
手袋装着
(二重目)

手指消毒 手指消毒 手指消毒 手指消毒

ガウン脱衣 ※１

外側手袋を外す 内側手袋を外す ※２

手指消毒キャップ→(手指用毒)
→フェイスシールド・
ゴーグルを外す

マスクを外す 手指消毒 マスク装着
(サージカル)

目に見える汚れ
は手洗いして、
新しい手袋装着

指定された廃棄物
容器へ廃棄してく
ださい。廃棄の際
の汚染面接触に注
意してください。

装着順序

見ながら
覚える！ ※最も汚染しやすい手袋を最後に着用し、最初に脱ぎます

【陽性者収容エリア】

※ガウンを背中に手を回さずに千切れるならば、※１ ※２同時に脱衣可能

手袋装着
(一重目)



感染防護具

個人防護具は、正しい「装着方法」と正しい
「着脱順序」も、身に着ける。

個人防護具は、身につければつけるほど守られる
ものではない。適切に装着出来るか、安全に脱衣
出来るかが重要。

姿鏡を準備する、サポート役を置く、我流防止に
お互いでチェックする、など工夫するとよい。

脱衣手順を間違えても、手指消毒すれば大丈夫。



感染拡大防止は平時からが肝

入所者に新型コロナ陽性者が発生した際は、初動を速

やかに行い、保健所への報告を行い、指導の下対応を

行う。

陽性（疑い）者への対応で大切なのは、まず職員が感

染しないことであり、職員はゾーニングを正しく理解し、

正しく防護具を着脱するなど、感染予防行動を適切に

行う必要がある。

職員が適切に感染予防行動が行えるようになるために

は、平時から教育やトレーニングを行い、全ての職員が

感染予防行動を習得することが重要である。

広島赤十字・原爆病院感染管理室 山水 有紀子先生より資料提供



ブラックライトを利用した
手洗いチェッカーでの
手指消毒チェック(病院 / 広島)

ＰＰＥ着脱研修（介護老健施設 / 他県）

感染教育動画※を利用した
職員学習と復習テスト(サ高住施設 / 広島)

※広島発！感染予防対策とこころのケアについて
日本赤十字広島看護大学地域看護学 古賀聖典

https://bit.ly/334QQJD



感染症対応スキルの個人評価例





【重要】メンタルケアについて

感染症と自然災害との違うところ
・陽性となった患者本人や家族への誹謗

・施設職員への誹謗中傷、苦情電話など

・労働過多による精神的なストレス

・法人内や施設内における職員同士の差別・冷遇

１．セルフケア：まずは自分でストレスに気づき対処を

２．ラインケア：一番近くの上司や先輩に相談を

３．職場組織によるケア：

上司や先輩に言えないときは職場の相談窓口へ

４．外部専門家によるケア：

職場では相談できない時は外部の専門家にも相談

（臨床心理士、ホットラインなど）



新型コロナ対策 ５類への変更、ばら色ではない

• 感染した人の行動制限がなくなる

→感染拡大に拍車がかかる

• コロナ専用病棟・病床がなくなる

→全ての医療機関や施設での対応となる

• 感染症医療支援チームの訪問支援の

法的根拠がなくなる

→自力で対応しなければならなくなる
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■スケジュール 4/1 5/8 10/１（？）

①終了

②一定期間継続

③当面継続

新型コロナウイルス感染症の５類への移行について

■基本的な考え方

新型コロナ対策として実施している各種事業等については，

５類移行（５月７日）までは，原則として，今年度と同様に実施する。（感染状況によって，各事業
等の拡大，縮小はありうる。）

５類移行後は，「①終了（5月７日まで実施）」，「②一定期間継続（移行計画に基づき段階的に移
行）」，「③当面継続」 のいずれかに区分されることになる。

発生届，PCRセンター，陽性者登録
センター，宿泊療養施設 等

受診・相談センター，高齢者施設等
従事者の定期検査 等

入院調整，病床確保料，入院医療費
の一部公費負担 等

※現時点の案であり，変更があり得るものである。

新型コロナの５類移行に伴う

主な施策等の変更について
広島県健康福祉局

新型コロナウイルス感染症対策担当

令和５年３月14日



変更に伴う取組・依頼
施策の内容

項目区分
５類移行後（R5.5.8から）５類移行前（R5.5.7まで）

• 【感染症医療支援チーム所属医
療機関に対して】協力を依頼す
る

• 当面継続

保健所と連携し感染症医療
支援チームを派遣（感染制
御と事業継続）

①クラスター対策

（感染症医療支
援チームの派
遣）６

施

設

療

養

，
施
設

支

援

• 【高齢者施設等に対して】感染者発
生の場 合の医療提供がスムーズと
なるように，事 前に医療機関との
連携（相談先としての連 携医の確
保・往診等の依頼・入院先に関す る

事前の打ち合わせ）を強化しておく
よう依頼する

• 当面継続

往診可能医療機関を１２６機関
登録
（R５.3.1現在）
連携先のない高齢者施設
等への往診をマッチング

②往診可能医療機
関登録・派遣

• 当面継続
高齢者施設，障害者施設の職
員等に対し月 8回の検査

③高齢者施設職員
等への定期検査

4
8

• 【県民に対して】制度について県ホーム
ページ等を通じて周知する

• 特例臨時接種を令和６年３月末まで継続
し， 全額公費で負担

• 接種勧奨や努力義務とする公的関与
は， 高齢者，基礎疾患，初回接種に限
定

まん延予防上緊急の必要がある（特例
臨時接種）として接種費用を全額公費
で負担

①公費負担等

７

ワ

ク

チ

ン

• 【県民に対して】接種機会について県
ホームページ等を通じて周知する

• R5年の新たな接種として高齢者等は2
回， それ以外は1回接種機会を設ける

• ５～８月：高齢者，基礎疾患，医療・介
護従事者

• ９～１２月：5歳以上で2回以上接種済み
の者全員を対象

R4年度から始まった，オミクロン株対応
ワ クチンの接種はR5.5.7まで
小児，乳幼児の接種は当面継続予定

②対象者，回数等

• 【県民に対して】県ホームページ等を通
じて周知する

• 継続（規模は接種時期により調整）県と市町で共同設置（継続）
③相談体制（コー
ルセンター）



新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う
高齢者施設等での患者への対応について（依頼）

49

令和4年8月18 日 広島県健康福祉局長

１ 高齢者施設等の新型コロナ患者については，
中等症Ⅱ以下でコロナ症状が安定している場合は
施設内での医療・療養を継続するようお願いします。

２ 高齢者施設等入所者が入院による加療によりコロナ
症状が軽快した場合は，確保病床の効率的な運用の
ため，療養解除前であっても退院させておりますので，
高齢者施設等にあっては，退院患者を受入れ，施設内
療養を再開していただくようお願いします。



https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/269/innaikansentaisaku.html#movie

新型コロナウイルス感染症患者療養中の病棟内等
における感染対策について【医療機関向け】



１．業務時基本

・利用者の体液暴露リスクがある場合は、ビニールエプロンと手袋

を装着して、利用者ごとにPPE交換

・軽度の介護だけならサージカルマスクと手指消毒のみ

・清掃作業は水回りの清掃をする時のみビニールエプロンを装着

・職員と利用者両方ともサージカルマスクなら、廊下での会話もOK



２．患者・利用者への対応時

• 利用者がサージカルマスク着用・エアロゾルの可能性が無い、こ
とが重要

• 声が大きい、唾が飛沫する利用者には、注意が必要

• 処置やリハビリなど身体接触が濃厚ならば、ガウンやアイガード
装着する

• 容体が悪い患者にはフルPPEで対応 ※相手へ染さないため

• 面会家族には、職員と同じ基準のPPEを装着してもらう

• 吸引など飛沫の恐れのある時は、職員がN95・ガウン・手袋・アイ
ガード着用 （エアロゾルの恐れがあります）

• 患者がサージカルマスク着用していれば通常経路移動も問題な
し

• 職員個人が不安ならPPE装着追加できる。（基準から外れるが）



３．陽性判明した患者・利用者への対応

• 初発の患者は大部屋から個室へ隔離、同室者のみ検査してそれ
以外に対象広げない。陽性へ転化した人のみ別部屋へ移動させる

• 大部屋全員感染なら、部屋自体を汚染ゾーンとして隔離する

この場合、初発の患者は大部屋に帰しても良い

• 職員は症状が無い限りは検査しない

• ５日間経過観察中の患者が複数の場合は、その部屋には新規入
所を入れない

• 配膳と下膳： 配膳車も汚染エリアに入れる。下膳食器もそのまま。
食器消毒時に職員がサージカルマスクと手袋を装着。感染部屋リ
ネンは感染性廃棄物で。清掃に時間は空けない

• 外来にて陽性が判明した場合でも、職員と外来患者がサージカル
マスクをつけていれば、エアロゾル発生のリスクは少ない。感染を
疑った時点で別室へ移動する



総 括

54



新興感染症拡大への対応

１．基礎となるのは、根幹的な（全職員・全部門の）感染
対応能力の底上げと、組織的な支援体制の確立

２．業務バランスが崩れてしまう原因として、

① 感染防御手技の増加による業務量増加

② 職員一時離脱による業務遂行能力の低下

③ 様々な業務の停止

⇒人的・物的資源の集中、コミュニケーション
（平時での職務専門性も含め、無計画では厳しい）



過去事例における諸問題

・感染症拡大という緊急事態への事前の想定と準備がない(ＢＣＰなど)

・平常時からの適切な感染症対策が不十分

・行動制限や感染予防が出来ない対象者への対応が困難

・労務過多や職種専門性の限界、組織的脆弱や情報の混乱、職員間差別など

・感染症を考慮した各職場での健康管理体制が不十分 ※特にメンタルヘルス

・職員は標準的な感染対応ができる

・原則、通常その施設で療養できる医療レベルの陽性
者は、そのまま入所が継続できる対応能力

・組織が感染拡大時の緊急対応ができる（本部体制等）

新興感染症拡大時における目標



新型コロナ起因による現場崩壊の原因
=恐怖・混乱・差別の負のサイクルからの脱却

• 負のサイクル
– 差別・風評被害が怖い
– 新型コロナ患者、寛解者診療拒否
– 医療の偏在拡大、診察可能病床逼迫

– 差別・風評被害が怖い
– 新型コロナウイルスを1 つでも施設に入れない
– 職員への自粛強制
– 新型コロナ患者診察準備せず
– クラスター発生時の混乱
– クラスター発生施設への偏見

– 医療・介護の職員が対応職員を差別
– 職員が家族や地域から差別を受ける

• 対応
– 受入医療機関、クラスター発生医療機関・施設

への温かい目
– 職員が職員を差別しない
– 全ての病院や施設が新型コロナ受入の体験を

持つ、準備をする

医療者間の差別・偏見の防止通知
(2020年12月24日付け 市及び医師会連名)

DMAT事務局次長 近藤久禎 「DMATの感染症対応について」より



58

本
部
体
制

感染症
災害 その他

の災害

専門性
と連携

ＢＣＰや平時からの体制・教育

・健康危機管理という広い視点

・様々な災害の本質を見抜く力

・経験・教訓を広く生かす取り組み

地震

風雨自然
災害

自然災害、ライフライン災害、新興感染症…避難所

ほとんどの災害現場には複合的な要因があり、
専門家との連携や専門性の発揮が不可欠

保健・医療・福祉の統合、専門性と連携
＝ オールハザード体制
＝ お互いの専門性で補完


